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I日 はじめに          教 務課、2004;同志社大学学i課 、2004;立教大

学身体しょうがいしゃ(学生 ・教職員)支援ネット
い
教育機関としての大学は、障がいを持つ学生  ワ ーク、2005).

に対して、どのような学習支援を提供できるだろ   関 西学院大学総合政策学部でも、数年前から

うか ?Ⅲ 日 本の大学の現状は、この課題に対し  運 動機能障がい 。聴覚障がいを持つ学生を受け

てハード(教室、設備 ・機器類等)とソフト(支援  入 れ、教員及び学生が主体的に支援環境を開発し

のためのシステム ・組織等)の両面で、充分な体  て きた。しかしながら、実際に支援を進めるなか

制にあるとは言いがたい(回転大学協会第3常置委  で 、より統合された支援システムが必要であるこ

員会、2001、吉川他、2001、秋山 ・亀井、2004).  とが明らかになった。こうした視点から、2004年

その一方で、いくつかの大学では学習サポートシ  度 に特定プロジェクト研究センターとして「ユニ

ステムが急速に整備されつつある{京都精革大学  バ ーサルデザイン教育研究センター」を設置して、
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障がい等を持つ学生に最大限の教育機会を提供

することを可能とする授業及び教育システムの開

発(すなわち、高等教育におけるユニバーサルデ

ザイン化)と、専任教員自身の能力開発(ファカル

テイ・デイベロップメント;以下、FDと 略称)プ

ログラムの開発と研究を進めることとなった=

このセンターの日標として、まず、こ1障がいを

持つ者の視点に立った学習 ・研究支援体制の具体

的方策や、現場での実施方法(授業方法、教育機

器)を検討し、方法論を確立する.さ らに、2授

業支援体制の整備だけにとどまらず、<人 と人と

の共生>を 教育理念として掲げる総合政策学部に

ふさわしく、これらの活動を包括的な人権教育の

一環として位置づけることを大きなねらいとして

いる.具 体的には、■障がいを支援の社とい子の
^

つとして、学生ボランティア(サポーター)の育成

を卜1的とする講座等を一般の学生に提供すること

で、障がい者が抱えている陪j題に対する実践的な

体験学習の場を設ける.さ らに!サ ポーター白身

が、障がいを持つ学生の生活 ・学習を補助できる

技能を実際に身に付け、共感できる場を倉J生する

こと等をめざしている。我々の基本的な立場とし

ては、こうした学習支援システムの開発 ・普及を、

総合政策学部の理念である<人 と人との共生>、

<人 と自然との共生>を 具現化する場としてとら

え、人権教育等も包含したFDの 向 11として追及

していくことにある。

本報告では、2004年度までに試行した聴覚障が

いを持つ学生への支援活動にもとづき、高等教育

における学習支援の理論付けを目的とする。この

ため、個々の学習支援スキル等の分析は、別稿で

扱うことにしたい。なお、本稿では「障害Jという

言葉について、「人を意味する場合に「害Jという

漢字を用いることに抵抗がある」との意見を事二

して、文脈によって「障卒」と「障がい」を使い分け

る。この点については、あらかじめごr解いただ

きたい。

E.学 習支援の経緯と経過、

ならびに
“
総合政策

"と
しての位置づけ

正-1 2003年 度の取り組み

始めに2004年度までの経緯を、簡単に振返るこ

とにしたい.総 合政策学部では2003年度に、聴覚

障がいの新入生1名を迎えることが決まった,入

学前、本人とそれまで指導されてきた高校教諭の

方々からヒヤリングをした段階では、(1)補聴器

等の補助が使えないこと、(2)これまで浄通高校

においてとJ話(こうわ)法(f売唇法によって、 ri′|「

言語で意思伝達をおこなう教育方法|で勉強して

きたこと、(3).手話は学習していないこと芋が判

明した! ヒヤリングでの|よ児交換では、 これまで

の就学の経緯から、大学での講義にも |ムう)対|いで

きる能力があるだろう、という判断になった し

かしながら、現時点で反行すれは、人学後に学′li

ならびに我々が取り純まなければならない話i呆趣

について予想 白 覚が足りなかったことを、卒直

に認めなければならない ま た、障がい児教育を

取 り巻く様々な問題や||1本の聴覚障害教育構想

プロジェクト、2004)、すでに先行している諸大

学の試み等についても知るところが少なかったこ

ともまた、反省しなければならない)itである(他

大学の試みについては、佐野 ・吉原、2004寺を参

照).

なお、関西学院大学では、従来、「身体障害を

持つ学生の受け入れに関する基本方針 (1983)Jが

定められていたが、この方針の基本は
'本
人の白

助努力 と大学の側面支援Jであ り、障がいを持つ

学生に対して制度的な授業保証を提供するもので

はなかった.し たがって、総合政策学部としては

制度的な裏付けを持たないまま、試行錯誤の形で

学習支援に着手した形となった。ここであらため

て総括すると、 (障がい子にとどまらず)こうした

学習支援等の問題に対 しては、環境問題での
“
予
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防原貝ド、あるいは企業経常での
“
リスク・マネー

ジメント
Ⅲ
に準拠するような「起こりえる最悪の事

態を想定して、どのような問題が生じて対処でき

るように、事前に配慮する」必要があるように思

われる(佐野 ・吉原、2004も参照)3

さて、2003年度に当該の学/1が大学すると、高

年学校まで用いてきた回話法では、講義をフォ

ローできないことがすぐに明らかになった。まず、

大教室での講義は、高校までの教科書主体の教育

法と全く果なる.ま た、講義法についても、当時

は、障がい者への配慮が 十分とは言えなかった.

さらに、漬習等では、とくに不特定多数の者が(し

ばしば同時発話するような)ディスカッションに

おいて、視覚に依存する日話法では1青報把握が困

難なことは明白であった(佐野 ・吉原、2004等も

参照).コ ンピュータ演習においても、講師の発

声によるインストラクシヨンと、視党によるい「脂i

の読みとりを同時におこなうことを暗黙の条件と

しており、何らかの支援なしには回話法では811鯨

をきたすことがわかった。こうした状況は、学生

本人あるいはその家族に多大な負担をかけるもの

であった。

2003年度には、とりあえず、必修の講義に何ら

かの支援をおこなうことを決め、授業の一部に無

償ボランティアおよびTA(Teaching Asttstant)

制度等による学習支援を試行した。この際に手配

した主な学習支援は以下のとおりである。

(1)PCノー トテイク(パソコン入力によるノー

トテイク)

0日本語による講義(キリスト教学、基礎演

習 I)

3英 語による講義(英語学概論A、etc)

(2)コンピュータ演習 !学部学生によるStudcnt

Assistantを個別に配置

(3 )旨声認識ソフ トによる支援 t実験的試みと

して、IB M社 製の音声認識ソフト(V i a V d c e

rヽ e r  10)によって講義内容をリアルタイムで

スクリーンに映写した。さらに講義後、テ

キス トファイルを修正の 11、講義録として

学生に提供した. ドは、2004年度春学期に

開講した「ヒューマン・エコロジー人間AJ

での実例である.

「(音声認識 ソフ トによる変換、万(文

のまま)もうひとつは貿易や金融など

の―.グ ローバリズムが進展すること

によって否応なしに他の文化とを付

き合うことを余俵なくされるわけある

いはアフリカのいくつかの効果はこれ

まで触れてきましたけれどもそれにや

アジアではインドネシアなどは同家の

存在自体が多民族あるいは多文化共

存を追うそもそも前捉にしているわけ

で.….J

「(講義後、修正の上で渡したファイル

での同一部分)もう一つは、貿易や金融

などのグローバリズムが進展すること

で、否応なしに他文化と付き合うこと

を余儀なくされる。さらに、(すでに前

の講義で触れたように)アフリカのいく

つかのlTT家、あるいはアジアではイン

ドネシアなどは、国家の存在自体が多

民族、あるいは多文化共存を前提にし

ている」

当時のソフトでは、とくに句読点機能が整っ

ておらず、実際の授業で運用する際には、かな

りの問題が残った。現在試行している別の音声

認識ソフト(ドラゴンスピーチ7)では、かなり

改善されており、今後の活用に期待できるかも

しれない。
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なお、支援形式について、大学ごとに名称が実

なる場合もあるので、本稿で用いている「PCノ ー

トテイク」という言葉に少し説明を加える.結 合

政策学部が2004～2005年度に実施している方法

は、以下のようなものである。■PCの入力によっ

て、できるだけ全文筆記に近い形を日標とする(た

だし、IPtralk[後述]等のソフトは用いていない)‐

,PC入 力でカバーしきれない部分を、手書きに

よる要約筆記で補う。こしたがって、サポートチー

ムを3名(PCノートテイク2名、要約筆記1名)でお

こなう。

正-2 2004年 度

2003年度終了時に、これまでの受け入れ状況を

総括 した結果、総合政策学部が重視している情報

教育を活かす点においても、PCノ ー トテイク(L

記参照)による学習支援が適当と思われた.さ ら

に、既にこうした学習支援を採用している大学寺

で指摘 されてきたことでもあるが (同志社大学学

生課、2004等)、スキルの習得と業務 にの規則は予

秘義務)等から、無償ボランテ ィアでは限界があ

り、有償化が必須であるとの結論に至った=ま た、

/TS体を統括するコーデイネー ト,シ ステムの整備

も必要であることがあきらかになった。

このため、2004年度春字期にノー トテイカ
ーの

養成等を含めて、教務 Lの様々な整備をおこない、

2004年秋学期から本格的な運用を開始 した,こ の

年度の主な作業は、以下のようにまとめられる.

(1)学iボ ランテ ィア育成を目的とした要約竿

記講座の開講 1講 師には、学外の三iJ市福

祉協議会より要約筆記のボランティア団体

である三田サマリーに依頼 して、約20名の

学生が履修 した.

(2)秋学期か ら、 ノー トテイカーを募集 して、

本格的な学習支援に着手 した.

(3)学習支援法や人権教育との連携についての

研究 も合めて、総合政策学部内にユニバー

サルデザイン教育センターを開設 して、実

P食と教育活動をおこなう.

なお、対象とする学生が手話を用いなかったた

め、学習支援において手話通訳は考慮しなかった.

ただし、2005年度秋学期から、要約筆記講座にく

わえて「手話入門Jの講義も開始する予定である.

E-3 学 習支援を
“
総合政策

"と
して位置づける

ここまで20032004年度の経緯 を説明 したが、

少し祝点を変えて、我々の経験 をベースに、
い
総

合政策
Ⅲ
という視点から、「聴覚障がいを持つ学仕

に対 して、どのように支援体制を稼えるか ?二あ

るいは、「教職員はそれぞれの専門分野を踏 まえ

て、現実の消1題解決にどのように取 り対1むこと

が期待できるか ?」というテーマについて考えて

みたいてまず、問題を整理するため、環境問題に

ついて階臀的なアプローチが必要であると指摘す

る気1大学者の住明 11:[1993i129130]にならって、

自然科学、応用科学、社会科学 (法、政治、経済、

社会)、打学 (価値観 ・倫理)の4つのレベルから分

析を進めてみよう,

11)111然科学の レベル |この レベルでは、 ま ず

聴覚障害についての医学的なメカニズムや

その治療法等があげられるだろう(図1)i聴

党の仕組みは非常に複雑で、その障キの原

「司、あるいは程度も様々に分かれるようで

ある(佐藤、1985),原因については、 1伝

占性難聴 (外耳、中耳の障害で、音をある千1

度大きくすると聞こえる場合がある: また、

骨伝導による聴力は正常である)、 2感 洋

性難聴 (このタイプはさらに内耳性難聴と後

逃路性難聴に大別される)、|ごTと 2の Ll者
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図1 学 習支援の位置づけ

“
総合政策

"か
ら見た学習支援

の特徴を有する混合性難聴に大別されるが、

それぞれに治療法、補聴器等による効果等

が共なるという。

さらに、
いコミュニケーション科学

Ⅲ
等の

視点では、先ほど触れた音声認設ソフトが

良い例と思われるが、日本語の発音、音韻 ・

文法構造、単語の連関性等に関する基礎的

研究ぬきには、正確な吉声認識は不¬r能で

ある。また、コミュニケーションの媒体の

物理的性質を考えれば、祝覚コミュニケー

ションに頼る口話法において、その媒体 =

光の直進性を考えれば、デイスカッション

等で予告なしに、かつ同時発話的に発せら

れる第=者 の発言をフォローすることは不

可能であることは容易に想像できるだろう.

(2)応用科学のレベル i(聴覚に限らず)障がい

者の方へのサポートを意図 した情報機器

やソフ トの開発が挙げられるだろうt例

えば、複数のサポーターによるPCノ ー ト

テイク入力がHr能なフリーソフト、IPtalk

(http:■―iptalk hpinloseek cojp)等力Sそ の

好例であるcまた、音声認識ソフト等の開発、

あるいは運用方法の研究も必要である.特

に、近年の情報技術の進歩は、大量なデジ

タルデータを(入力さえすれば)各種の支援

機器で共有することを可能にしており、学

習支援用教材のフアイルの共用化 ・アーカ

イブ化等も含めて、応用の範囲が広いと思

われる.

同時に、教育法についても検討、改善す

べき課題が数多いように思われる。例えば、

Engttsh Communicahonのような授業では、

Lもtening等の場合、ノー トテイクの位置づ

けは難しい(佐野[藤田]・吉原、2004にも同

様の指摘がある).口 話に対応するものと

してhp‐readingも必要となってくるだろう.

このあたりは、授業の形式 ・目的 ・性格等

によって多様になるはずで、今後、さらに

検討を進めていかねばならない課題である.

(3)社会科学(法、経済、社会、政策)のレベル i

ここでは、学習支援についての制度的枠組1

み作 りにかかわる問題が取 り上げられる.

哲学・価値観のレベル:

授業保証制度の価値観的基盤

人権・倫理から見た授業保証

政経法・社会的レベル:

法制度の整備、支援の費用対効果、

システム・ルール作り

応用科学的レベル!

支援するためのスキル・教育法の開発:

e9中ノートテイク、音声認識ソフト

自然科学的レベル:とんなメカニズムか?

障害の原因=医 学的課題
コミュニケーション科学
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まず、どの大学でも問題となるのは、学習

支援システムをどこまで公的なものとして

整備するか、という制度的枠組みである(佐

野 ・西原、2004)c例えば、一定数の障がい

を持つ学生が毎年継続して入学する大学で

は担当部署を設置している例もあるが、「何

年かに一度、1～数名の聴覚障がい学生が

在籍するだけの場合、大学独ド1で支援体制

を作ることには困難が多い.複 数の大学が

グループを作って対応したり、学外の専門

的な機関からのノウハウや人材の提供を受

けるといった新たな体制が必要になる」(11

本の聴覚障害教育構想プロジェクト、2004、

文章の ・部を改変).

さらに、もう ムつの脚1題として経費につ

いての財政的裏付けがある.現 実のものと

しては、まず私立大学経常費補助金特別補

助等が想定されるが、大学によって対応

位置づけはかなり実なるようである(F3′占

社大学学化課、2004;工教大学身体しょう

がいしゃ(学生 ・教職員)支援ネットワーク、

2005等を参照されたい).な お、こうした維

費の費用便益判断について、これまでの経

緯を踏まえて私見を述べれば、これらの活

動がFDの 発展に貫献する可能性、あるいは

,1に見える形でのボランティア活動が広く

教育効果を持つ可能性等を考慮すれば、た

んに対象学生に対する費用対効果を超えた

利益を、大学ならびにそのステークホルダー

(利争関係者 ;教員、職真、学生)にもたら

すものと判断すべきではないかと考えてい

る。

その一方で、法的なレベルも考慮の対

象となろう.障 がいを持つ人への教育供

障については、海外では早くから法的整備

が進んでいる(安藤、20 0 1 )。例えば、アメ

リカ合衆国では19 9 0年にAD A ( A m c A c a n s

高t h  D i s a b i n t y  A c t  i  l隼が い を持 つ ア メ

リカ人法)を施行して、教育における障が

い者への差別が法的に禁じられている(関

根、20 0 4 ) .イギ リスで もDD A ( D i s a b l i t y

D i s c r i m i n a d o n  A c t  i障が い 子た別祭止

法)に教育に関する条項が追加され、アメ

リカ合衆同とほぼllllじ状況になっている

(Newel,2004).また、現実の学習支援に

おいて情報管理(例えば、ノー トテイカー等

の守秘業務)や、関連するルール ・倫理由の

整備も必要になってくる.

(4)哲学(価値観 ・倫理学)のレベル :広島大学

で
｀
高等教育のユニバーサルデザイン化

Ⅲ
に

取 り組んでいる佐野(藤|||)・占原ら(2004)

は、具体的な活動として 1施設 ・設備寺の

物理的バリア、ユ制度上の社会的バリア、

ヨ意識の中の心理的バリア、そして■ヤ1青挑

取得のバリア等の除去をあげながら、さら

に重要なのは「障がいの有無にかかわらず、

すべての学生が平等、公平、かつ快適に学

び合い、競い合い、助け合える修学環境を

作り出すことであるJと指摘 している。つ

まり、障がいを持たない学生にとっても「こ

うした大学環境こそが、本来のあるべき大

学|さらには大学外の一般社会)の姿であると

という白覚を持たせ、「そうした環境を良い

ものとする価値観を確立するJことが究極の

テーマにほかならない.

こうした階層的な問題整理によって、それぞれ

の教員も白らの専門にあわせて、本課題に対処す

ることが可能になるだろう,同 時に、学生も含め

て、これらがすぐれて
い
総合政策

Ⅲ
的言果題であるこ

と、さらに理論と実践を体験できる機会にほかな

らないことを出覚することが望ましい.こ のよう

に考えれば、「高等教育のユニバーサルデザイン
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化」という課題は、たんに祝聴覚や機能に障がい

を持つ学生に対する個別的問題にとどまらず、大

学と学生、あるいは社会との関わりもカバーする

大きな課題になってくる。もちろん、こうした議

論はこの小論の範疇を逢かに超えるものであるた

め、ここでは半に指摘するにとどめ、詳しい議論

はまたほかの機会に譲ることにしたい.

Ⅱ,考 察

Ill-1 他大学での状況

佐野(藤田)・吉原(2004)は、高寺教育のユニ

バーサルデザイン化について「すべての人間がそ

の能力に応じて等しく教育を受ける機会を保障す

るために、多様な学生を受け入れ、誰にとっても

学びやすい情報、および物理的 ・社会(帝1度)白|・

心理的なバリアフリーの就学環境を構築する」と

まとめている。こうした高等教育における授業保

障は、現在、日本の大学においても、急速な流れ

となっているようだ。この流れの動機の 一つが、

先述したような「大学環境のあるべき姿Jあるいは

「人権意識に基づいた改革」にもとづくものであれ

ば、まことに望ましい傾向であると言えるだろう。

ここでは、参考のために、これまで大手した資料

やヒヤリングした結果に基づいて、他大学の状況

を紹介しよう。

(1 )同志社大学 :1 9 7 5年度以降、教務課に点訳

担当者を配置、19 8 6～98年に祝覚障がい者

用PC機器等を整備、20 0 0年から「障がい学

生支援制度」をスタートさせたが、制度的

な問題が整備されないままであった(例え

ば、ボランティアは登録制度のみで、養成

やコーディネート等は整備されていなかっ

た)。20 0 3年度、支援制度の抜本的な兄直し

をおこない、有償ボランティア(アシスタ

ントスタッフ)制度を整備 した (秋山 ・亀井、

2004)。有償支援 としてノー トテイカー (子

書 きの要約筆記)、パソコン通訳 (IPtalkを

用いたPCノ ー トテイク)、手話通訳、なら

びにそのコーデ ィネー ト等が整備されてい

る。無償ボランティアとしては、ビデオ字

幕付け、ガイドヘルプ、朗読、テキス トファ

イル文字校正、代筆 ・代読等がある(同′よ社

大学学生課、2004).な お、2003年度秋学期

のアシスタントスタッフ数は、ノー トテイ

クが41名(うち学外3名)、パソコン道訳26名

(同18名)、手話通訳11名(同11名)となって

いる.

(2)立教大学 11994年、事務組織を中心に「身体

しょうがいしゃ支援ネットワーク」が発足 し

た。入学試験から就職活動 ・年業までをカ

バーしている。と■な支援は、■点訳補助(外

部機関への取り次ぎ)、121対面朗読、こノー

トテイク(要約筆記)、14パソコン通訳、こ

四H支障がい者のための移動介助、0そ の他

(elearning等)があげらオ化る。

(3)広島大学 :1997年の教養的教育の/FH学実施

にともなう改革の一環 として、障がい学

生支援が本格化した。さらに、/TH盲・高度

難聴の学生が同時に入学したのを契機に、

2000年より入学前から卒業にいたる全学的

支援システムを構築した(佐野(藤回)・古

原、2004).2003年度現在、14名の学生 ・院

生が学習支援を受けている(視覚障がい6名、

聴覚障がい4名、運動機能障がい4名、学部 ・

大学院生総数15,000人の02t10)。広島大学の

システムの特徴は、_l情報の提供 ・交換の

ネットワーク、t2,1ブスク・マネージメント

(とくに早めの準備を″は、がけるタイム ・マ

ネージメント)、0学 部門をまたがるチー
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ムヮークシステムの存在である,こ の体制

は時系列的には、ステップ1期(本構形成)

が1997～2001年、ステップ2期(標準化)に

2000～2003年、そしてステップ3期(普及 ・

拡充)が2003年度以降と、長期的な経緯を維

て構築されてきたものである.こ れらのi!千

動ならびにボランティア学41の育成の拠点

としては、総合科学部に「ボランティア活動

者Jが設けられ、システム/rt体の運営のコア

となっている.

各大学の対応を慨rllすると、いくつかの傾向が

記められるようだ ま ず、規模が大きい総合大学

では学部間の特が高く、学翌支援活動のネックに

なるきらいがある―また、キャンパスが複数に分

かれている場合も、P!滑な運営に文「|をきたすこ

とがある,こ れに対して、小規模校においては、

トツプ ・マネージメントの十J断で迅速な対応がで

きたと思われるケースもある十人阪女学院 '々す瑚人

学でのヒヤリング)「さらに立地条件(者「心部にあ

る大学だと、学外からのボランティアを受け入れ

やすい)、内部条件(障がい者教育牛をカバーする

部門、あるいは教景が存ねす る1特によって様々

な状況に分かれるようだtな お、現れ:、 ‐般社会

からみた大学への評価は急速に変化しつつあるが

(例えば、占沢、2001;読売新聞大阪本社、2003等)、

こうした
“
学』支援

Ⅲ
が外部キヤ価基準の ・つとして

取り出デられるような】料兄になっていくこともr

想される.

1司志社大学や広島大学の例では、令学的1カt障

システムの整備について、 1シ ステム ・人:t・機

材・財政的本構と同時に、 ,システム全体を動か

すコーディネー ト,システムが重要であることを

示している,とくに、広島大学は積紅的にユニバー

サルデザイン化を進めているが、その中心 として、

教養的教育を担
｀
ちしている総合科学部に:ボラン

テイア活動=」を設置して、全体を統括するシス

テムを構築している.日 本の大学教育からいった

ん排除されかけた「教養系課程」が、こうした運用

システムのコアとして働いていることは、大学の

教学 システムの今後を)とい:す意味でもt要 かもし

れない!

Ill-2 総合政策学部における学習支援の

問題点やコス ト/期 待 されるベネフィッ ト

2005年度現イに、結合政策学部には聴党障がいを

持つ学生2名、祝党障害を持つ学rに1名が、制度的

な学‖支援の対象となっている!と くに聴覚障が

いの学4iについては、2004年度秋学期のノー トテ

イク ・システムの本格運用にともない、多くの課

題が'予|をしてきている.■ なものは以 ドのとお り

である‐

1ヽ1サポー トを受ける学′|をとボランテ ィア ・ス

タツフ問のコーデ ィネー トには多大な時間

と子間がかか り、申門スタッフが必要であ

る

121ホランテ ィア ・スタッフも学年が進行する

と卒米 ・就職活動等で活動できなくなる者

が多い―このため、 ス タッフ確保のシステ

ムの整備や、サポー トスキルの苦積 ・伝承

のシステムを整備する必要がある.

(31授業の種類ことに、共なるサポー トが要求

されることが明らかになった―‐ と くに、米

礎演習や研究演習等のデ ィスカッションで

は、複数の発話がかわされるため、通常の

スタイルでは対応しきれない,こ のように、

授業内容 と障がいの種類 ・程度にあわせて

きめ細かな対応が必要と思われる|したがっ

て、令学的なシステム啓備も重要であるが、

同時に個々の障がい学′11の実情に対応 した

サポー トの子配をおこなう体制作 りも欠か

すことはできず、大学 =学 部相 rtのデュア
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ル ・システムの円滑な運用が必要である。

また、使用した教材等をアーカイブ化して、

大学内で共通に再利用できるようなシステ

ム作りも今後必要になってくると思われる。

これらの諸問題は、先行する他大学(愛媛大学、

四回学院大学、仙台大学、長野大学、十J本福祉大

学)等とほぼ共通する(日本学生支援機構、2004).

その一方で、
“
学習支援

Ⅲ
が、大学に関与する様々

なステークホルダー(教員、職真、学生等)にもた

らす効果として、以下のような項 ilがあげられる

だろう。

(1)障がい学生への対応の結果、一般学生に対

するFD自 体も向 ilすること等、波及効果は

意外に大きいものがある3ハ ンディキャッ

プを有する者にも理解できる講義内容 ・教

材の準備 ・使用機器の改善は、障がいを持

たない学生にとっても、その理解を十分に

助けるものとなるだろう.

(2)情報機器の活用 ・開発等の面において、情

報系教育の活性化につながる.理 工学部 ・

他大学との共同研究も考えられるが、研究 ・

教育方法の開発という面から潜在的な価値

は無視できない。

(3)人権教育、キリスト教主義教育の見地から

も、ユニバーサル化を進めることは活きた

教材となりうる。障がい者に対する授業支

援体制の整備にとどまらず、「人と人との共

生」を教育理念として掲げる総合政策学部と

して、支援体制自体を包括的な人権教育の

一環として位置づけることを目標としたい。

(4)すでに指摘 したように、現在、高等教育で

は
'ユニバーサルデザイン化

"が
急速に進行

して、スタンダード化しつつある。今後、

外部評価の基準の一つになる可能性も踏ま

えて、こうした事態にむしろ積極的に対応

すべき時期に来ているものと思われるc

ユニバーサルデザイン教育研究センターとして

は、上記のような課題について取り組むとともに、

大学とそこに関わるステークホルダー(教員、職

員、学生)の包括的なベネフィットを向 1とさせる

ことを最終的な目標として、づ|き続き活動を続け

ていく予定であるc
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